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近々に改定が見込まれる高等学校学習指導要領ならびに教育職員免許法施行規則等の法令では、教科指導
法に、定めるべき目標・到達目標の明示化を初めとした、教科指導の実質化が謳われるものとみられる。そ
こで本稿では、各大学の高等学校「情報」教科指導法に掛かる科目の大学シラバス内容に着目して、現行の
教科指導法の特徴の分析を試みた。その結果、まずシラバスの内容について 8つのカテゴリーが抽出され、
また、全体的な傾向として多くの大学で頻出する語彙について、その特徴を抽出した。その上で、情報科教
育、ひいては情報教育の推進にあたっての課題について検討を行った。
キーワード : 情報科教育、指導計画、教職課程、教科指導法
はじめに
高等学校教科「情報」は平成 15 年度から新しい
教科としてわが国の高等学校教育課程の中に組み込
まれた。現行学習指導要領が踏まえている平成 20
年 1 月の中央教育審議会答申「幼稚園、小学校、中
学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等
の改善について」（中央教育審議会 , 2008）におい
ては、「社会の変化に対応して教科を横断的に改善
すべき事項」の 1つとして情報教育の改善を図るこ
とを謳っている。高等学校教育課程の中で、教科「情
報」が情報教育において果たす役割は極めて大きい
ことは自明であろう。
ところでわが国の教育職員免許法では、同施行規
則に、教職課程に資する科目についておよびその単
位の習得方法等の規定がある。それにもとづき大学
等の各教職課程設置機関で、教科又は教職に関する
科目が設けられているところである。このうち教職
に関する科目である、各校種における各教科の指導
法に関する科目は、『「各教科」の基礎にある「教科
専門」の学問と遊離しがち（p.6）』と、その基盤と
なるべき教科教育学の様態に対して批判もあるもの
の（安彦・日下部 , 2014）、大学等の多くで、学校
での各教科の教育方法・指導法を中心とした科目内
容で構成されているとみられる。
ところで、小学校・中学校で先に改定が行われ
（文部科学省 , 2017）、近々に改定が見込まれる高等
学校学習指導要領において、ならびに教育職員免許
法施行規則等の法令においては、教科指導法に、定
めるべき目標・到達目標の明示化を初めとした、教
科指導の実質化が謳われるものとみられる。その動
向のひとつとして、中央教育審議会の「これからの
学校教育を担う教員の資質能力の向上について～学
び合い、高め合う教員養成コミュニティの構築に向
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けて～（答申）」（中央教育審議会 , 2015）にみられ
る大学等の教員養成課程の改革があげられる。この
中で「大学等が教職課程を編成するに当たり参考と
なる指針（教職課程コアカリキュラム）」について
触れられている。これについては、平成 31 年度以
降の教職課程について「教職課程再課程認定」を実
施する方針が平成 29 年 7 月に正式に文部科学省よ
り示され、同時に教育職員免許法・同施行規則の改
正、および教職課程コアカリキュラムについての資
料が提示されている。このような背景から、教職課
程コアカリキュラム（案）に対して文部科学省が実
施したパブリックコメント（意見公募手続）におい
ても、そもそも文部科学省がコアカリキュラムを作
成したこと、およびコアカリキュラムの活用のあり
方について多くの懸念を含む意見が寄せられている
（総務省 , 2017）。大学等はこのような状況下で教職
課程再課程認定に臨むこととなる。
特に高等学校教科「情報」を指導する教員は、時々
刻々と進化をとげる先端科学技術や、複雑化する情
報化社会が抱える本質的な問題などを踏まえると、
最新の動向を日々情報収集して専門的能力をつちか
い、指導力としてもそれを発揮することを必要とす
る。さらには情報化時代における倫理観の育成など、
現代的で流動的な面もある状況下で、教育指導には
他の教科指導には無い困難も想定されよう。このよ
うな状況は、パブリックコメントとしても示された、
養成される教員の画一化や教員の資質能力の固定化
を招くことへの懸念に鑑みても、高等学校教科「情
報」の教職課程が孕むことになるこれらの困難さを、
今般のコアカリキュラムによる要請がさらに助長す
る結果になってはならない。
そこで本研究では、大学の高等学校「情報」教科
指導法に掛かる科目の大学シラバス内容に着目し
て、現行の高等学校「情報」教科指導法の指導内容
にみられる特徴の分析を試みることとした。
１．研究の目的と方法
⑴　研究の目的
本稿では、教職課程認定制度の下で大学等が教職
課程を開設し、自由に科目内容を設定している状況
下で、高等学校教科「情報」指導法に係る科目のシ
ラバスについて、その内容を検討することを通じて、
現状での教科指導法科目での内容の取扱いについて
明らかにすることを目指す。また、その結果から、
教科指導法科目がもつ課題を検討する。
⑵　研究の方法
本稿では、全国で最も多くの大学等の機関が高等
学校教科「情報」の教職課程を設置している東京都
内の高等学校教員養成課程を例にとって、その大学
の「情報科教育法」科目のシラバスの内容を対象と
する。シラバスが公開されていた大学を対象に、以
下の記載内容を抽出して分析に供した。
•科目の目標
•科目の概要
•科目の到達目標
•科目の授業内容の概要説明
科目名については、「情報科教育法」、「高等学校
教科教育法（情報）」等と大学ごとに異なるが、教
育職員免許法第 6 条別表第 4 欄、各教科の指導法に
相当すると思われる科目を選んだ。
なお、本研究では、上記の項目にくわえて、授業
各回の指導計画を詳述した箇所についても収集を行
おうとした。しかし、収集したシラバスの約 2 割に
記載が無い、あるいは教科指導の模擬授業を大半の
時間に行う旨の記載に留まるなど、大学ごとのシラ
バス記載分量に大きな差異が認められた。そのため、
本研究ではこれを使用しないこととした。
そして、記載内容の文章（テキストデータ）を収
集して、林ら（1982）による数量化Ⅲ類手法を援用
し、その内容の傾向を明らかにすることを目指した。
具体的には、対応分析及びクラスター分析を行い、
内容構成の分類をおこなった。そのためにテキスト
データから出現する語彙の集計を行い、その作業に
はテキスト型データの計量的な内容分析（計量テキ
スト分析）、すなわちテキストマイニングソフトウェ
アである KHCoder2.00f（樋口 , 2014）を用いた。
⑶　収集結果
本稿では、平成 29 年度に東京都内で高等学校教
科「情報」の教職課程を設置している 55 大学・157
課程（平成 29 年 4 月現在）を対象とした。このう
ち、シラバスが公開されていたのは 38 大学であっ
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た。このうち 1つの大学を除いて、37 大学は複数
の課程を開設していても「情報科教育法」は共同開
講であった。つまりこれらの「情報科教育法」科目（科
目群）が 37 課程あることになる。1 大学は、2 課程
を開設し、「情報科教育法」が別開講であった。そ
の大学については、両方の科目の記載内容を分析に
用いた。以上、39 課程を分析の対象とした。
なお、これらの大学の科目の開講のしかたについ
て、科目数がいくつであるかを集計したところ、1
科目開講が 7 課程、2 科目開講が 31 課程、3 科目開
講が 0 課程、4 科目開講が 1 課程であった。
分析に先立ち、複合語の抽出を行った。KHCoder
の機能として組み込まれている「Term Extract」
の機能を用い、スコアが 400 以上であり、著者らが
検討の上実際に複合語である 22 単語を強制抽出し
た。強制抽出した単語は表 1の通りである。
その上で、以下に示す分析のために、KHCoder
による処理の結果を用いたが、対象とした課程のう
ちの約半数にあたる、少なくとも 19 課程のシラバ
スにおいて出現した単語が全部で 59 単語あった。
これらの単語を結果として用いることにした。
２．収集した資料から得られた結果
まず図 1に、クラスター分析の結果を示す。ク
ラスター分析はWard 法を用い、単語間の距離は
表 1　強制抽出した単語一覧（22 単語）
情報科　情報教育　共通教科　情報科教育　専
門教科　学習指導要領　学習指導案　指導法　指
導計画　高等学校　模擬授業　指導方法　情報社
会　情報科教員　指導案　授業設計　教育課程　
情報科教育法　教育目標　教育実習　年間指導計
画　情報技術
図１　クラスター分析の結果
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Jaccard 計数により測定した。併合水準は Jaccard
計数が 1.1 以下となるクラスター併合の段階までと
し、その結果、クラスターは 8つに分類された。以
下、順に説明する。
1つ目は「科目」「社会」「科学」とあり、【共通
教科「情報」の科目】とした。2つ目は教科学習内
容や高等学校学習指導要領に関連し、【教科学習内
容と指導・評価】とした。3つ目は授業設計に関す
ることで、【授業設計の考え方】とした。4つ目は
具体的な計画に関することで【目指す学び】とした。
5つ目は高等学校教科「情報」の授業展開の特徴で
ある実習と講義の往還などを示す項目で【実習と講
義、教材研究】とした。6つ目は模擬授業を通じた
指導に必要な知識の理解や能力に関連し、【模擬授
業、教科指導の実際】とした。7つ目は「問題」「解決」
とあり、これも高等学校教科「情報」の主要学習内
容である【問題解決】と命名した。8つ目は「習得」
「育成」「活用」などとあり、【育成したい技能と態度】
とした。
図 2は、対応分析の結果を示したものであり、
図ではそのうち、シラバスの目標・目的・概要の記
載内容（出現単語）のみを 2 次元マッピング付置し
たものである。対応分析でも、全体の約半数である
19 課程以上で出現した 59 単語を対象とした。しか
し、本分析で得た結果は、寄与率が成分 1で 8.67%、
成分 2で 8.02%と、全体的にその値が低かった。
各クラスターの単語の付置にまとまりがあるもの
を調べたところ、図の左側中央に【共通教科「情報」
の科目】がみられた。また、右上側に【育成したい
技能と態度】がみられた。中央からやや下部に【授
業設計の考え方】、また【模擬授業、教科指導の実
際】が、中央からやや右左に広がって付置されてい
る。それ以外のカテゴリーについては、単語の付置
がかなり大きく広がっていた。
このことから本分析の大学のシラバスの目標・目
的・概要の記述には、科目、育成したい技能・態度、
図２　対応分析の結果
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授業設計の考え方、模擬授業をはじめとする教科指
導の実際、に関しては明示的に多くの大学で記載さ
れている傾向があることがつかめた。
図３は、語の出現頻度をもとにした単語共起ネッ
トワーク図である。頻出語は大きく、また強い共起
関係である単語同士がより太線となるよう設定し
た。また、色の濃淡は媒介中心性を示すように設定
し、媒介中心性が高い語ほど色が濃くなるように
なっている。なお、本分析においても、前述の 59
単語を対象としたが、共起関係が 59 単語間で認め
られない単語が除外され、全 39 単語が描画された。
まず、頻出語や共起関係でみると、「教科」「情報」
「情報科」「知識」「実践」「理解」「授業」「指導」等
が頻出語であって、そのうち「情報」「教科」「知識」
「理解」が中心となって、さらに「指導」「実践」が
続く形で中心部に太い線同士が結ばれて集約してい
る。このことから【模擬授業、教科指導の実際】の
カテゴリーにあたる語が特に、多くの大学のシラバ
スの目標・目的・概要の中心的かつ頻出する記載内
容であることが読み取れる。
媒介中心性をみても、「知識」「実践」「情報科」「学
習」が特に色が濃く、かつ前述の頻出語と同一ネッ
トワーク内に位置していることから、同様の傾向が
読み取れる。
一方、「問題」「解決」がその共起ネットワーク図
の中心部から分離しており、【模擬授業、教科指導
の実際】のカテゴリーにあたる語と強い共起関係が
ないことがみてとれる。また、「授業設計」「教材」「研
究」も同じく【模擬授業、教科指導の実際】のカテ
ゴリーにあたる語と強い共起関係がないことがいえ
る。
このように、共起ネットワーク図からは、指導法
に係る技能・知識に関する単語の出現が多く見られ
たことが特に言えた。
図 3　共起ネットワーク分析の結果
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3．考　察
まず、図 3で指導法に係る技能・知識に関する
単語出現が多くみられたことについて述べる。これ
については、小学校算数の教科教育法科目のシラバ
スを対象にした研究（峯村・藤谷 , 2017）では、小
学校算数で学習目標および内容にある用語が多く出
現した一方で、本研究ではそのような用語の出現は
多くなかったことを示している。
一方、教科「情報」に関連する中心的学習材であ
る「問題解決」が、共起ネットワーク図上では弱い
つながりであったことが注目できる。教科「情報」
に関連して、平成 11 年改訂の高等学校学習指導要
領において教科「情報」を新設するにあたって、文
部省「情報化の進展に対応した初等中等教育におけ
る情報教育の推進等に関する調査研究協力者会議」
は、平成 9 年 10 月の第 1 次報告「体系的な情報教
育の実施に向けて」において、情報教育の目標の観
点を「情報活用の実践力」、「情報の科学的な理解」、
「情報社会に参画する態度」の 3つに整理した。し
かし本稿で用いたシラバスの記載内容からは、学習
内容の根幹をなすと考えられるこれらの観点が、「実
践」はあった（しかし「実践力」ではない）ものの、
「科学」「社会」「参画」「態度」等のキーワードとして、
シラバスの中心的な記載内容であることがわかった
【模擬授業、教科指導の実際】のカテゴリーにあた
る語と強い連関をもつ語としては出現しなかった。
このように学習内容構成・学習内容の領域を示す
語であるはずの記述が、シラバス上で特に強調され
ていない結果になったのは、なぜだろうか。
共通教科「情報」については、高等学校学習指導
要領第 2 章第 10 節第 3 款 1の（1）に『中学校にお
ける情報教育の成果を踏まえ，情報科での学習が他
の各教科・科目等の学習に役立つよう他の教科・科
目等との連携を図ること。』（文部科学省 , 2009）と
ある。特定の他の教科を指し示す例は他の各教科に
もある。しかし、このように他の各教科・科目等の
学習に役立つことを銘打って、包括的な表現を選ん
で『他の各教科・科目等との連携』を教科学習内容
の取扱いの留意点のひとつとして位置づけているこ
とは、共通教科・専門教科を通じて共通教科「情報」
にしかみられない特筆すべき特徴である。このこと
が、本分析から得られた特徴と関連している可能性
を指摘できるのではないかと、著者らは考えた。
情報教育において、中等教育後期課程で基幹的な
位置づけをもつ高等学校教科「情報」であるが、そ
の基本的な指導内容を示すキーワードである「問題
解決」「情報社会に参画する態度」「情報の科学的な
理解」よりも、高等学校教科「情報」の学び（特に
共通教科「情報」の学び）で得られた技能・知識が
他の教科等で役に立つ、あるいは強く結びついてい
るということがシラバス執筆者の意識として強くあ
ることが示唆される。その上で、学習内容を表すキー
ワードを強調するよりも、模擬授業や、教科指導の
実際について強調することを誘起したのではないか
という推測が行える可能性があるということである。
おわりに
本稿では、情報科の教科教育法指導科目のシラバ
スに着目して、シラバスの目標・目的・概要の記載
内容の現状にみられる特徴分析を試みた。その結果、
まず、【共通教科「情報」の科目】【教科学習内容と
指導・評価】【授業設計の考え方】【目指す学び】【実
習と講義、教材研究】【模擬授業、教科指導の実際】
【問題解決】【育成したい技能と態度】の 8つのカテ
ゴリーを抽出できた。また、全体的な傾向として多
くの大学で頻出する語彙について、やや緩い傾向で
あるがその特徴を抽出した。その上で、情報教育の
推進にあたって学習内容の根幹をなすと考えられて
様々に示されている語彙が、記載内容の中心的な語
彙になっておらず、共起関係も緩いことを示し、そ
の理由についての考察を行った。
高等学校教科「情報」は開始から 10 年以上が過
ぎたが、もし、その教科指導における学習内容のしっ
かりとした方向性が教科教育法指導担当者の中でも
定まっておらず、そのなかで模擬授業等の教科指導
の実際が中心的な記載内容であるのだとすると、教
科「情報」の教員養成で『何を教えるのか』という
教科内容の軸にあたることがらが、実は曖昧になっ
ている可能性もある。各大学の教科教育法の授業内
容をよりつぶさに省察することを通じて、同教科の
教科指導・教員養成のあり方を見直す必要があるか
もしれない。
− 147 −
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